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平成２８年度の調査審議等の状況 

（平成２８年４月～平成２９年３月） 

 

 

Ⅰ 全体 

 

１ 諮問・答申件数 

平成２８年度の諮問件数は８９５件，答申件数は１，１９８件である。 

なお，平成１３年度から平成２８年度までの総諮問件数は１４，０８０件，総答申

件数は１３，０３６件であり，平成２８年度末時点で審議中の件数は５２０件である。 

 

○情報公開関連と個人情報保護関連の総計 

［平成２８年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

情報公開 ６５０ ９３７ １３ 

個人情報保護 ２４５ ２６１ ６ 

合  計 ８９５ １，１９８ １９ 

 

［平成２８年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ７７０ １，０６０ １７ 

独立行政法人等 １２５ １３８ ２ 

合  計 ８９５ １，１９８ １９ 

 

［平成１３年度～平成２８年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

（平成２８年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １２，３６１ １１，４８０ ４１７ ４６４ 

独立行政法人等 １，７１９ １，５５６ １０７ ５６ 

合  計 １４，０８０ １３，０３６ ５２４ ５２０ 

 （注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 

 

１－１ 中間答申 

平成２８年度においては，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２４条３項の規

定に基づく中間答申の実績はなかった。 

 

１－２ 取下げ 

平成２８年度における諮問事件の取下げは，合計で１９件であり，その内訳は以下

のとおりである。 
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（取下げ件数及び理由の内訳）                              

諮問種別 行政機関 独立行政法人等 合計 

情報公開 １２件 １件 １３件 

個人情報保護 ５件 １件 ６件 

合計 １７件 ２件 １９件 

 

取下げ理由 件数   

不服申立人の自主的な取下げ ２件  

審査会意見通知 ７件  

全部開示 ２件  

改めて開示決定等を実施 ４件  

却下 ０件  

その他 ４件  

合計 １９件  

 

２ 答申結果の分類 

平成２８年度に出された答申件数（１，１９８件）のうち，諮問庁の判断は妥当で

ないとしたもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，２８６件（２３．９％）で

ある。 

 

 情報公開 個人情報保護 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

６４件 

（６．８％） 

１１件 

（４．２％） 

７５件 

（６．３％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

１４１件 

（１５．０％） 

７０件 

（２６．８％） 

２１１件 

（１７．６％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
２８６件 

（２３．９％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

７３２件 

（７８．１％） 

１８０件 

（６９．０％） 

９１２件 

（７６．１％） 

合計 
９３７件 

（１００％） 

２６１件 

（１００％） 

１，１９８件 

（１００％） 

 
答申結果の分類 

情報公開      個人情報保護      合計 
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３ 平均処理期間・審議回数 

平成２８年度の答申（１，１９８件）について，平均処理期間は２４９．５日，平

均審議回数は２．５回であり，最短の事件では３５日で処理が終了しており（平成２８

年度（行情）答申第２１号，第２２号及び第３７０号），最長の事件では１，２２４日かかっ

ている（平成２８年度（行情）答申第４９０号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．０回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は６か月以内で答申を出し

ており，全体の約３分の２は９か月以内に答申を出している。 
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４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

平成２８年度の答申（１，１９８件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものは２件である。 

（３）平成２８年度に不服申立人等の口頭意見陳述及び諮問庁の口頭説明の聴取を

地方において行った実績はない。 

（４）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。なお，審査会発足

以降の実績は，後掲の別表のとおりである。 

 

５ インカメラ 

平成２８年度の答申（１，１９８件）についてみると，対象文書又は対象保有個人

情報を見分したとの記載があるのは５７０件である。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象文

書が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された個

人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イン

カメラ審理を要しない場合がある。 

 

６ ヴォーンインデックス 

平成２８年度の答申（１，１９８件）についてみると，諮問庁から情報公開・個人

情報保護審査会設置法（以下「設置法」という。）９条３項の資料（ヴォーンインデッ

クス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書等の内容を整理した資料を提出している場

合がある。 
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７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

 

（諮問）                             （単位：件） 

 情報公開 個人情報保護 合 計 

不存在事件 １５７ ５６ ２１３ 

存否応答拒否事件 ５１ ２ ５３ 

文書等の特定を争う事件 ９６ １９ １１５ 

逆ＦＯＩＡ事件 ３ ０ ３ 

行政文書等非該当事件 ９ １ １０ 

適用除外事件 ０ ２ ２ 

その他事件 ３３４ １６５ ４９９ 

合計 ６５０ ２４５ ８９５ 

（注）「不存在事件」，「存否応答拒否事件」，「文書等の特定を争う事件」，「行政文書等非該当事件」， 

「適用除外事件」とは，当該特徴のみを争った諮問事件をいう。以降，本資料において共通。 

 

諮問件数     情報公開（６５０件）       個人情報保護（２４５件） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計（１，１９８件） 
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9
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その他
334
51.4%

不存在
213
23.8%

存否応答

拒否
53
5.9%

文書等の

特定
115
12.8%

逆FOIA
3

0.3%

行政文書等非
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2

0.2%

その他
499
55.8%
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（答申）                             （単位：件） 

 答申件数 答申結果別の内訳 

情報 

公開 

個人情

報保護 
合 計 

妥当でない 

妥当 

である 

 全部を 

妥当で

ない 

一部妥

当でな

い 

不存在事件 ２１２ ６０ ２７２ １６ １６ ０ ２５６ 

存否応答拒否事件 ６５ ３ ６８ ２０ １５ ５ ４８ 

文書等の特定を争う事件 １５２ ２８ １８０ １８ １４ ４ １６２ 

逆ＦＯＩＡ事件 ５ ０ ５ １ １ ０ ４ 

行政文書等非該当事件 ８ ０ ８ ３ ３ ０ ５ 

適用除外事件 ０ ９ ９ ０ ０ ０ ９ 

その他事件 ４９５ １６１ ６５６ ２２８ ２６ ２０２ ４２８ 

合 計 ９３７ ２６１ １，１９８ ２８６ ７５ ２１１ ９１２ 

 

答申件数 

情報公開（９３７件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
個人情報保護（２６１件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

合計（１，１９８件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」

（２８６件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

「全部を妥当でない」（７５件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「妥当である」（９１２件） 

不存在
16
5.6%

存否応答

拒否
20
7.0% 文書等の

特定

18
6.3% 逆FOIA

1
0.3%

行政文書

等非該当

3
1.0%その他

228
79.7%

不存在
60

23.0% 存否応答

拒否
3

1.1%

保有個人

情報の

特定
28

10.7%

適用除外
9

3.4%

その他

161
61.7%

不存在

272
22.7%

存否応答

拒否
68
5.7%

文書等の

特定
180
15.0%

逆FOIA
5

0.4%

行政文書

等非該当
8

0.7%
適用除外

9
0.8%

その他
656
54.8%

不存在
16

21.3%

存否応答

拒否
15

20.0%文書等の

特定
14

18.7%

逆ＦＯＩＡ

１
1.3%

行政文書

等非該当
3

4.0%

その他
26

34.7%

不存在

256
28.1%

存否応答

拒否
48
5.3%

文書等の

特定

162
17.8%

行政文書等非

該当

5
0.5%

逆FOIA
4

0.4%

適用除外

9
1.0%

その他

428
46.9%

不存在
212
22.6% 存否応答

拒否
65
6.9%

文書の

特定
152
16.2%

逆FOIA
5

0.5%

行政文書

等非該当
8

0.9%

その他
495
52.8%
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７－１ 不存在事件 

不存在事件については，平成２８年度で２１３件（情報公開１５７件，個人情報保

護５６件）の諮問を受け，平成２７年度以前の諮問も含め，２７２件（情報公開２１

２件，個人情報保護６０件）について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，１６件あり，情報公開関連が１２件（注１），個人情報保護関連

が４件（注２）である。 

（注１）平成２８年度（行情）答申第５４号，第１２４号，第２４９号，第４０３号，第５７９号，

第５８０号，第６０５号，第６３２号，第７２８号，第８０２号及び第８０９号並びに平成２

８年度（独情）答申第４４号 

（注２）平成２８年度（行個）答申第５５号及び第１２３号並びに平成２８年度（独個）答申第３８

号及び第４０号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，平成２８年度に５３件（情報公開５１件，個人情報

保護２件）の諮問を受け，平成２７年度以前の諮問も含め，６８件（情報公開６５件，

個人情報保護３件）について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１５

件あり，情報公開関連が１４件（注１），個人情報保護関連が１件（注２）である。 

（注１）平成２８年度（行情）答申第４０５号，第４０８号，第４０９号，第４１０号，第４１１号，

第４１２号，第４１３号，第４１５号，第６０４号及び第７６５号並びに平成２８年度（独

情）答申第４２号，第５０号，第８８号及び第８９号 

（注２）平成２８年度（行個）答申第１４０号 

 

７－３ 文書・保有個人情報の特定を争う事件 

文書・保有個人情報の特定を争う事件については，平成２８年度に１１５件（情報

公開９６件，個人情報保護１９件）の諮問を受け，平成２７年度以前の諮問を含め，

１８０件（情報公開１５２件，個人情報保護２８件）について答申を出している。 

この文書等の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１４件あり，情報公開関連が１２件（注１），個人情報保護関連が２件（注２）である。 

（注１）平成２８年度（行情）答申第７５号，第２３４号，第５２０号，第５６４号，第６４８号，

第６７９号，第６８６号，第７１３号，第７１８号，第７４１号及び第７７５号並びに平成２

８年度（独情）答申第２９号 

（注２）平成２８年度（行個）答申第８５号及び第１７８号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，平成２８年度に３件（情報公開３件）の諮問を受け，

平成２７年度以前の諮問を含め，５件（情報公開５件）について答申を出している。 

この逆ＦＯＩＡ事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１件あ

り，情報公開関連が１件（注）である。 

（注）平成２８年度（独情）答申第２２号 

  

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，平成２８年度に１０件（情報公開９件，個人情

報保護１件）の諮問を受け，平成２７年度以前の諮問を含め，８件（情報公開８件）

について答申を出している。 

この行政文書等非該当事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

３件あり，全て情報公開関連（注）である。 
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（注）平成２８年度（行情）答申第５９号，第６４６号及び第６４７号 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，平成２８年度に２件（個人情報保護２件）の諮問を受け，

平成２７年度以前の諮問を含め，９件（個人情報保護９件）について答申を出してい

る。 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については，次の

とおりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，３件（注）である。 

（注）平成２８年度（行情）答申第１２３号及び第５９１号並びに平成２８年度（独情）答申第３８

号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，２件（注）である。 

（注）平成２８年度（行情）答申第３２０号及び第４８８号 

 

９ 総会（委員の全員をもって構成する合議体） 

 

９－１ 総会 

平成２８年度は，設置法６条２項に基づく総会は開催しなかった。 

 

９－２ 運営会議 

平成２８年度には，情報公開・個人情報保護審査会運営規則２９条に基づき，運営

会議を開催した（平成２８年４月６日）。 

 

 

１０ 各部会の調査審議回数 

各部会は，原則として毎週，定例日を定めて調査審議を行った。 

 

 調査審議回数 

第１部会 ３１回 

第２部会 ３１回 

第３部会 ３２回 

第４部会 ３５回 

第５部会 ３４回 
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（別表）答申の調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるもの 

 行情（注１） 独情（注２） 

平成１３年度 ５５  

平成１４年度 

８３，１６４，１８１，２７９， 

３９５，４２６，４２７，４２８， 

４２９，４３０，４６９，５２７ 

 

平成１５年度 
３７０，４５４，５０９，５９０， 

５９１ 
４４ 

平成１６年度 ３１９，４８８，５５５  

平成１７年度 
１２９，１３０，１３３，２３０， 

２３１，４８８ 
９ 

平成１８年度   

平成１９年度  １０３ 

平成２０年度 ２６２  

平成２１年度 ２８８，３３０ ６，１０ 

平成２２年度   

平成２３年度   

平成２４年度 ５３７，５３８  

平成２５年度 ４２２  

平成２６年度   

平成２７年度   

平成２８年度   

（注１） 数字は答申番号である。 

（注２） 個人情報保護について，該当する答申はない。 
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Ⅱ 情報公開 

 

１ 諮問・答申件数 

平成２８年度の諮問件数は６５０件，答申件数は９３７件である。 

なお，平成１３年度から平成２８年度までの総諮問件数は１１，５４７件，総答申

件数は１０，７４９件であり，平成２８年度末時点での審議中の件数は３３８件であ

る。 

 

 ○情報公開関連 

［平成２８年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 ５７４ ８３９ １２ 

独立行政法人等 ７６ ９８ １ 

合  計 ６５０ ９３７ １３ 

 

［平成１３年度～平成２８年度］                 （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

（平成２８年度末） 

（a-b-c） 

行政機関 １０，４０３ ９，７３３ ３５９ ３１１ 

独立行政法人等 １，１４４ １，０２６ ９１ ２７ 

合  計 １１，５４７ １０，７５９ ４５０ ３３８ 

 

 

２ 答申結果の分類 

平成２８年度に出された答申件数（９３７件）のうち，諮問庁の判断は妥当でない

としたもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，２０５件（２１．９％）である。 

 

 行政機関 独立行政法人 合計 

諮問庁の判断は妥当で

ないとしたもの 

５２件 

（６．２％） 

１２件 

（１２．２％） 

６４件 

（６．８％） 

諮問庁の判断は一部妥

当でないとしたもの 

１２２件 

（１４．５％） 

１９件 

（１９．４％） 

１４１件 

（１５．０％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたも

の）  

２０５件 

（２１．９％） 

諮問庁の判断は妥当で

あるとしたもの 

６６５件 

（７９．３％） 

６７件 

（６８．４％） 

７３２件 

（７８．１％） 

合 計 
８３９件 

（１００％） 

９８件 

（１００％） 

９３７件 

（１００％） 
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答申結果の内訳 

       行政機関       独立行政法人 

  

52
6.2% 122

14.5
%

665
79.3
%

839

  

12
12.2
%

19
19.4
%

67
68.4
%

98

  
 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

平成２８年度の答申（９３７件）について，平均処理期間は２４２．７日，平均審

議回数は２．５回であり，最短の事件では３５日で処理が終了しており（平成２８年度

（行情）答申第２１号，第２２号及び第３７０号），最長の事件では１，２２４日かかってい

る（平成２８年度（行情）答申第４９０号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は２．０回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は７か月以内で答申を出し

ており，全体の約３分の２は９か月以内に答申を出している。 

 

0

33

85

127

94 100

72 77 80

28 34 31 37

62

28
49

0
20
40
60
80

100
120
140

 
 

 

４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

平成２８年度の答申（９３７件）についてみると， 

（１）不服申立人等から口頭意見陳述の聴取を行った実績はない。 

（２）諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあるものは２件である。 

（３）調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものはない。 

 

 

 

答申所要日数 

（
件
数
） 

（所要日数） 
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５ インカメラ 

平成２８年度の答申（９３７件）についてみると，対象文書を見分したとの記載が

あるのは４５５件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象文書の見分」等と記載されている答申数である。対象

文書が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に記入された

個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の性格上イ

ンカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

平成２８年度の答申（９３７件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資

料（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的

に，あるいは事務局の要請に応じて開示請求対象文書の内容を整理した資料を提出している場合

がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおり

である。 

（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 １５７ ２１２ １２ １２ ０ ２００ 

存否応答拒否事件 ５１ ６５ １９ １４ ５ ４６ 

文書の特定を争う事件 ９６ １５２ １５ １２ ３ １３７ 

逆ＦＯＩＡ事件 ３ ５ １ １ ０ ４ 

行政文書等非該当事件 ９ ８ ３ ３ ０ ５ 

適用除外事件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

その他事件 ３３４ ４９５ １５５ ２２ １３３ ３４０ 

合 計 ６５０ ９３７ ２０５ ６４ １４１ ７３２ 

 

諮問件数（６５０件）       答申件数（９３７件） 

                    

 

 

 

 

 

 

 

 

  

不存在
212
22.6% 存否応答

拒否
65
6.9%

文書の

特定
152
16.2%

逆FOIA
5

0.5%

行政文書

等非該当
8

0.9%

その他

495
52.8%

不存在
157
24.2%

存否応答

拒否
51
7.8%

文書の

特定
96

14.8%
逆FOIA

3
0.5%

行政文書

等非該当
9

1.4%

その他
334
51.4%
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答申結果別の内訳 

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（２０５件） 「全部を妥当でない」（６４件）  

   

 

 

     
 
 
 
 
 
 

 

                     

    「妥当である」（７３２件） 

不存在
200
27.3%

存否応答

拒否
46
6.3%

文書の

特定
137
18.7%

逆FOIA
4

0.5%

行政文書等

非該当
5

0.7%

その他
340
46.4%

 

 

 

７－１ 不存在事件 

不存在事件については，平成２８年度に１５７件の諮問を受け，平成２７年度以前

の諮問も含め，２１２件について答申を出している。 

この不存在事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（文書が存在す

るとしたもの等）は，１２件（注）である。 

（注）平成２８年度（行情）答申第５４号，第１２４号，第２４９号，第４０３号，第５７９号，第

５８０号，第６０５号，第６３２号，第７２８号，第８０２号及び第８０９号並びに平成２８年

度（独情）答申第４４号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，平成２８年度に５１件の諮問を受け，平成２７年度

以前の諮問も含め，６５件について答申を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１４

件（注）である。 

（注）平成２８年度（行情）答申第４０５号，第４０８号，第４０９号，第４１０号，第４１１号，

不存在
12
5.9%

存否応答

拒否
19
9.3%

文書の

特定
15
7.3%

逆FOIA
1

0.5%

行政文書等

非該当
3

1.5%

その他
155
75.6%

不存在
12

18.8%

存否応答

拒否
14

21.9%

文書の特定
12

18.8%

逆FOIA
1

1.6%

行政文書等

非該当
3

4.7%

その他
22

34.4%
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第４１２号，第４１３号，第４１５号，第６０４号及び第７６５号並びに平成２８年度（独情）

答申第４２号，第５０号，第８８号及び第８９号 

 

７－３ 文書の特定を争う事件 

文書の特定を争う事件については，平成２８年度に９６件の諮問を受け，平成２７

年度以前の諮問を含め，１５２件について答申を出している。 

この文書の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

１２件（注）である。 

（注）平成２８年度（行情）答申第７５号，第２３４号，第５２０号，第５６４号，第６４８号，第

６７９号，第６８６号，第７１３号，第７１８号，第７４１号，第７７５号並びに平成２８年度

（独情）答申第２９号  

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 

処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，平成２８年度に３件の諮問を受け，平成２７年度以前

の諮問を含め，５件について答申を出している。 

この逆ＦＯＩＡ事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１件

（注）である。 

（注）平成２８年度（独情）答申第２２号  

 

７－５ 行政文書等非該当事件 

行政文書等非該当事件については，平成２８年度に９件の諮問を受け，平成２７年

度以前の諮問を含め，８件について答申を出している。 

この行政文書等非該当事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，

３件（注）である。 

（注）平成２８年度（行情）答申第５９号，第６４６号及び第６４７号 

 

８ その他 

原処分について，「違法」等であるとして取り消すべきとした答申については次のと

おりである。 

 

８－１ 理由の提示の不備 

原処分は理由の提示に不備がある違法なものであるとして，これを取り消すべきと

した答申は，３件（注）である。 

（注）平成２８年度（行情）答申第１２３号及び第５９１号並びに平成２８年度（独情）答申第３８

号 

 

８－２ 形式上の不備 

形式上の不備を理由に不開示とした原処分について，これを取り消すべきとした答

申は，２件（注）である。 

（注）平成２８年度（行情）答申第３２０号及び第４８８号 
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Ⅲ 個人情報保護 

 

１ 諮問・答申件数 

平成２８年度の諮問件数は２４５件，答申件数は２６１件である。 

なお，平成１７年度から平成２８年度までの総諮問件数は２，５３３件，総答申件数

は２，２７７件であり，平成２８年度末時点で審議中の件数は１８２件である。 

 

○個人情報保護関連 

[平成２８年度]                   （単位：件） 

 諮問件数 答申件数 取下件数 

行政機関 １９６ ２２１ ５ 

独立行政法人等 ４９ ４０ １ 

合  計 ２４５ ２６１ ６ 

 

     （単位：件） 

 行政機関 独立行政法人 

諮問件数 答申件数 取下件数 諮問件数 答申件数 取下件数 

開示請求関連 １６８ ２００ ５ ４３ ３４ １ 

訂正請求関連 １８ １６ ０ ６ ５ ０ 

利用停止請求関連 １０ ５ ０ ０ １ ０ 

合 計 １９６ ２２１ ５ ４９ ４０ １ 

 

 

［平成１７年度～平成２８年度］                  （単位：件） 

 諮問件数 

 

（a） 

答申件数 

 

（b） 

取下件数 

 

（c） 

審議中の件数 

(平成２８年度末) 

（a-b-c） 

行政機関 １，９５８ １，７４７ ５８ １５３ 

 開示請求 １，８１８ １，６３５ ５３ １３０ 

 訂正請求 １１７ ９６ ４ １７ 

 利用停止請求 ２３ １６ １ ６ 

独立行政法人等 ５７５ ５３０ １６ ２９ 

 開示請求 ４８５ ４４９ １４ ２２ 

 訂正請求 ７１ ６３ ２ ６ 

 利用停止請求 １９ １８ ０ １ 

合  計 ２，５３３ ２，２７７ ７４ １８２ 

 開示請求 ２，３０３ ２，０８４ ６７ １５２ 

 訂正請求 １８８ １５９ ６ ２３ 

 利用停止請求 ４２ ３４ １ ７ 

（注）答申件数の行政機関と独立行政法人等の別は諮問時の別による。 
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２ 答申結果の分類 
平成２８年度に出された答申件数（２６１件）のうち，諮問庁の判断は妥当でないと

したもの（一部妥当でないとしたものを含む。）は，８１件（３１．０％）である。 
 

 行政機関 独立行政法人 合計 

諮問庁の判断は妥当でな

いとしたもの 

９件 

（４．１％） 

２件 

（５．０％） 

１１件 

（４．２％） 

諮問庁の判断は一部妥当

でないとしたもの 

６４件 

（２９．０％） 

６件 

（１５．０％） 

７０件 

（２６．８％） 

小計（諮問庁の判断は妥当でない (一部妥当でないも含む) としたもの） 
８１件 

（３１．０％） 

諮問庁の判断は妥当であ

るとしたもの 

１４８件 

（６７．０％） 

３２件 

（８０．０％） 

１８０件 

（６９．０％） 

合 計 
２２１件 

（１００％） 

４０件 

（１００％） 

２６１件 

（１００％） 

 

答申結果の内訳 

行政機関         独立行政法人 

   

9
4.1%

64
29.0
%

148
67.0
%

221

  

2
5.0% 6

15.0
%

32
80.0
%

40

  

 

 

３ 平均処理期間・審議回数 

平成２８年度の答申（２６１件）について，平均処理期間は２７３．７日，平均審議

回数は２．５回であり，最短の事件では３８日で処理が終了しており（平成２８年度（行

個）答申第８０号），最長の事件では９５３日かかっている（平成２８年度（行個）答申第１８

９号）。 

なお，インカメラ決定のみであった審議を除いた平均審議回数は，２．０回である。 

答申までの所要日数の分布をみると，全体の約２分の１は６か月以内で答申を出して

おり，全体の約３分の２は１２か月以内に答申を出している。 
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４ 口頭意見陳述，口頭説明聴取等の実績 

平成２８年度の答申（２６１件）についてみると，不服申立人等から口頭意見陳述を

聴取したとする記載のあるものはなく，諮問庁から口頭説明を聴取したとする記載のあ

るものもない。また，調査審議の経過欄に，「参考人」と記載のあるものもない。 

 

 

５ インカメラ 

平成２８年度の答申（２６１件）についてみると，対象保有個人情報を見分したとの

記載があるのは１１５件となっている。 

（注）答申の調査審議の経過欄に，「本件対象保有個人情報の見分」等と記載されている答申数である。

対象保有個人情報が不存在である場合，存否応答拒否の正当性が争われている場合，一定の様式に

記入された個人情報であり，その記載項目によって開示・不開示の判断が可能な場合など，事柄の

性格上インカメラ審理を要しない場合がある。 

 

 

６ ヴォーンインデックス 

平成２８年度の答申（２６１件）についてみると，諮問庁から設置法９条３項の資料

（ヴォーンインデックス）の提出を受けたとの記載があるものはない。 

（注）ただし，ヴォーンインデックスと呼ぶことが適当であるかどうかは別として，諮問庁が自主的に，

あるいは事務局の要請に応じて対象保有個人情報の内容を整理した資料を提出している場合がある。 

 

 

７ 特徴のある事件 

不存在事件，存否応答拒否事件等の特徴のある諮問事件については，以下のとおりで

ある。 

答申所要日数 

（
件
数
） 

（所要日数） 
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（単位：件） 

 諮問 

件数 

答申 

件数 

答申結果別の内訳 

妥当でない 
妥当 

である 
 全部を 

妥当でない 

一部妥当

でない 

不存在事件 ５６ ６０ ４ ４ ０ ５６ 

存否応答拒否事件 ２ ３ １ １ ０ ２ 

保有個人情報の特定を争う事件 １９ ２８ ３ ２ １ ２５ 

逆ＦＯＩＡ事件 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

保有個人情報非該当事件 １ ０ ０ ０ ０ ０ 

適用除外事件 ２ ９ ０ ０ ０ ９ 

その他事件 １６５ １６１ ７３ ４ ６９ ８８ 

合 計 ２４５ ２６１ ８１ １１ ７０ １８０ 

                                 

諮問件数（２４５件）          答申件数（２６１件） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不存在
56

22.9% 存否応答

拒否
2

0.8%

保有個人

情報の

特定

19
7.8%

保有個人情報

非該当
1

0.4%適用除外
2

0.8%

その他
165
67.3%

不存在
60

23.0% 存否応答

拒否
3

1.1%

保有個人

情報の

特定
28

10.7%

適用除外
9

3.4%

その他
161
61.7%
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答申結果別の内訳  

「妥当でない（一部妥当でないも含む）」（８１件）  「全部を妥当でない」（１１件） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「妥当である」（１８０件） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

７－１ 不存在事件 

不存在事件については，平成２８年度では５６件の諮問を受け，平成２７年度以前の

諮問も含め，６０件について答申を出している。 

この不存在に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたもの（保有個人情報が存在

するとされたもの）は，４件（注）である。 

（注）平成２８年度（行個）答申第５５号及び第１２３号並びに平成２８年度（独個）答申第３８号及

び第４０号 

 

７－２ 存否応答拒否事件 

存否応答拒否事件については，平成２８年度に２件の諮問を受け，３件について答申

を出している。 

この存否応答拒否事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたものは，１件

（注）である。 

不存在
4

36.4%

存否応答

拒否
1

9.1%

保有個人情

報の特定
2

18.2%

その他
4

36.4%

不存在
4

4.9%

存否応答

拒否
1

1.2%
保有個人情

報の特定
3

3.7%

その他
73

90.1%

不存在
56

31.1%

存否応答

拒否

2
1.1%

保有個人情報

の特定

25
13.9%

適用除外
9

5.0%

その他

88
48.9%
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（注）平成２８年度（行個）答申第１４０号 

 

７－３ 保有個人情報の特定を争う事件 

保有個人情報の特定を争う事件については，平成２８年度に１９件の諮問を受け，平

成２７年度以前の諮問を含め，２８件について答申を出している。 

この保有個人情報の特定を争う事件に関する答申のうち，全部を妥当でないとしたも

のは，２件（注）である。 

（注）平成２８年度（行個）答申第８５号及び第１７８号 

 

７－４ 逆ＦＯＩＡ（第三者不服申立て）事件 
処分庁が開示するとした部分について，第三者が当該部分の不開示を求める逆ＦＯ

ＩＡに関する事件については，平成２８年度に諮問を受けておらず，答申も出してい

ない。 

 

７－５ 保有個人情報非該当事件 

保有個人情報非該当事件については，平成２８年度に１件の諮問を受けたが答申は出

していない。 

 

７－６ 適用除外事件 

適用除外事件については，平成２８年度に２件の諮問を受け，平成２７年度以前の諮

問を含め，９件について答申を出している。 
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Ⅳ  付言の実績 

当審査会では，答申において，諮問庁（又は処分庁）における情報公開・個人情報保護

制度の運用が不適切である場合や，同制度の運用そのものの問題ではないとしても，同制

度の円滑かつ適切な運用を行うために必要な措置について付言を行うことがある。 

平成２８年度の答申を整理すると，９０件の答申において付言がみられ，開示決定等の

理由の提示など１２の項目にわたって意見が述べられている。 

主な項目別件数としては，諮問の遅れ・早期諮問に関する付言（２９件）が最も多く，

続いて，開示決定等の理由の提示に関する付言（１６件），開示決定等に係る調査不足に

関する付言（９件），開示決定の迅速・的確化に関する付言（６件），開示決定等通知書の

不適切な記載に関する付言（６件），文書等の特定に関する付言（６件），補正に関する対

応に関する付言（６件）などという順になっている。 

各項目の主な付言の該当部分は，以下のとおりである。 

（注） 一つの答申において，複数の項目にわたって付言しているものもある。 

 

１）諮問の遅れ・早期諮問について付言したもの（２９件） 

・ 本件については，原処分に対する異議申立てから諮問までに約１年８か月が経過して

いる。当審査会への諮問については，平成１７年８月３日の各省庁の申合せにより，特

段の事情がない限り，不服申立てがあった日から遅くとも９０日を超えないようにする

こととされている。 
諮問の著しい遅れは，不服申立ての処理を遅延させ，簡易迅速な権利救済手段である

不服申立制度の趣旨を没却することにもなりかねない。 
諮問庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立事件における諮問に当たって，

迅速かつ的確な対応が望まれる。 
（平成２８年度（行情）答申第１号） 

・ 本件諮問は，異議申立て後，２年１か月余を経過して行われている。本件対象文書の

不開示理由からして，異議申立てから諮問までにそれほど長期間を要するものとは到底

考え難く，本件諮問は，遅きに失したといわざるを得ない。諮問庁においては，今後，

開示決定等に対する不服申立事件における諮問に当たって，迅速かつ的確に対応するこ

とが望まれる。 

（平成２８年度（行情）答申第３１９号） 

など 

 

２）開示決定等の理由の提示について付言したもの（１６件） 

・ 本件開示決定通知書には，法１４条２号，３号イ及びロ並びに７号柱書き及びイの各

条項ごとに，不開示とされた情報の内容，不開示とする理由が記載されており，違法と

まではいえないが，本件対象保有個人情報におけるそれぞれの不開示部分がいずれの不

開示理由に該当するかについては明確であるとはいい難い。 

このため，原処分における理由の提示は，行政手続法８条の趣旨に照らし，適切を欠
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くものであるといわざるを得ず，諮問庁においては今後適切な指導が望まれる。 

（平成２８年度（行個）答申第１９３号） 

・ 原処分の不開示理由について，「開示請求のあった文書は存在しないため」と記載さ

れているところ，一般に文書の不存在を理由とする不開示決定に際しては，単に対象文

書を保有していないという事実だけでは足りず，対象文書を作成又は保有していないの

か，あるいは作成又は取得した後に廃棄又は亡失したのか等，当該文書が存在しないこ

との要因についても理由として付記することが求められる。 

したがって，原処分における理由付記は，行政手続法８条の趣旨に照らし，適切さを

欠くものであるといわざるを得ず，処分庁においては，今後の対応においては，上記の

点につき留意すべきである。 

（平成２８年度（行情）答申第６７８号） 

など 

 

３）開示決定等に係る調査不足について付言したもの（９件） 

・ 本件においては，原処分が行われた後の審査請求人と諮問庁との応接により，本件開

示請求の趣旨が明確化され，開示すべき文書が新たに特定されるなどしたのであり，こ

うした経緯に照らせば，処分庁においても，原処分に先立ち，開示請求者（審査請求

人）に確認するなどして本件開示請求の趣旨を明確化することは十分に可能であったと

考えられる。 

今後，開示請求に係る手続においては，上記の点を踏まえたより適切な対応が望まれ

る。 

（平成２８年度（行情）答申第７１号及び同第７２号） 

・ 上記１のとおり，本件開示部分については，諮問庁が補充理由説明書で初めて主張し

たものであり，本件対象文書につき，原処分及び諮問の段階で，開示すべき情報がある

か否かについて十分精査した上で，不開示部分を特定しているものとは認め難い。今後，

開示決定等に当たっては，その対象となる行政文書につき，内容を十分精査し決定すべ

きである。 

（平成２８年度（行情）答申第４９７号） 

など 

 

４）開示決定の迅速・的確化について付言したもの（６件） 

・ 処分庁は，本件開示請求について，法１０条１項に規定する開示決定等の期限を過ぎ

ているにもかかわらず，開示決定等を行っておらず，また，同条２項に基づく期限延長

の通知も行っていなかった。 

このような処分庁の対応の遅れは，法の規定に反した不適切な措置であるといわざる

を得ず，今後は，法の制度趣旨を十分に理解した上で迅速かつ適切な対応をすべきであ

る。 

（平成２８年度（行情）答申第３２号） 

・ 文書２と文書２０は，同一の文書であると認められるが，文書２についてされた原処
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分２及び原処分２に先立つ平成２６年８月１３日付け防官文第１２２３３号による処分

の内容と，文書２０についてされた原処分５の内容が異なっていることが認められた。 

  原処分５のうち文書２０に係る部分については，異議申立てがされていないので判断

しないが，同一の文書についての開示決定等の内容が異なることは，開示請求の時点が

異なるため事情変更が生じたなどの場合はともかく，法の適切な運用であるとはいい難

いことから，今後，処分庁においては，同様の事例が生じることのないよう適切な対応

をすることが望まれる。 

（平成２８年度（行情）答申第６５号ないし同第６９号） 

など 

 

５）開示決定等通知書の不適切な記載について付言したもの（６件） 

・ 本件の開示決定通知書の「不開示とした部分とその理由」欄に，「当局システムに係

る情報」が記録されている部分を法１４条７号に該当するため不開示とした旨の記載が

認められるが，本件対象保有個人情報を見分したところ，当該情報に該当する部分が見

当たらない。 

そこで，当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，当該情報は本件対象

保有個人情報には記録されておらず，上記の記載は誤記とのことであった。 

これは，慎重さに欠ける不適切な対応といわざるを得ず，処分庁においては，今後の

開示請求への対応について，精査した内容に即し，慎重に開示決定等を行うよう，適切

な対応が強く望まれる。 

（平成２８年度（行個）答申第１３０号） 

・ 本件開示請求に対して処分庁が開示請求者に発出した原処分の通知書をみると，「日

本司法支援センター 宮城地方事務所長」名義となっている。 

  法に基づく開示決定等は，開示請求をされた独立行政法人等が行うものであり，その

通知も，当該独立行政法人等の名義で行うべきである。 

（平成２８年度（独個）答申第１１号） 
など 

 

６）文書等の特定について付言したもの（６件） 

・ 原処分において開示された本件対象保有個人情報が記録された別紙の３に掲げる文書

の作成経緯について，諮問庁は，上記２（２）エのとおり説明するが，法は，開示請求

時点において存在する保有個人情報をあるがままの状態で開示することを求めるもので

あるため，処分庁が行った保有個人情報の特定の方法は不適切である。 

処分庁においては，今後，法の趣旨を正しく踏まえ，適切に対応することが望まれる。 

（平成２８年度（行個）答申第１８８号） 

など 

 

７）補正に関する対応について付言したもの（６件） 

・ 開示請求内容に合致する文書が複数存在する場合には，その全てを対象文書として特
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定した上で開示決定等を行う必要があり，仮に開示請求の趣旨に疑義がある場合には，

開示請求者にその趣旨を確認するか請求文言の補正を求めるべきである。 

（平成２８年度（行情）答申第４２３号） 

など 

 

８）開示決定等における対象文書の表記について付言したもの（５件） 

・ なお，別紙の１及び２のとおり，処分庁は，本件開示請求を受けて特定した文書名と

して，本件請求文書と同一の文書名を開示決定通知書に記載した上で，別紙の３に掲げ

る３文書を開示したものであるが，本来は，開示決定通知書には，特定した文書名とし

てそれら３文書の名称を記載すべきであったのであるから，今後，この点に留意して適

切に対応することが望まれる。 

（平成２８年度（行情）答申第７３６号） 

など 

 

９）情報提供について付言したもの（５件） 

・ 当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，異議申立人の実母Ｃの実父で

ある戦没者特定個人Ａに係る特別弔慰金に関しては，Ｃの受給記録は，Ｃを本人とする

保有個人情報に当たり，戦没者特定個人Ａに係る恩給に関しては，Ｃの恩給請求に関す

る情報は，Ｃを本人とする保有個人情報に当たるとされる。 

このため，Ｃが，行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に基づき，Ｃを本

人とする保有個人情報の開示請求を行った場合，本件開示請求に関する何らかの情報を

得られる可能性が否定できないことから，処分庁は，異議申立人に対して，Ｃを本人と

する保有個人情報については，Ｃが行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律に

基づく開示請求権を有する旨の教示を行うことが望ましい。 

（平成２８年度（行情）答申第５０８号） 

など 

１０）文書管理について付言したもの（５件） 

・ 環境省行政文書管理規則等に照らし，開示請求時点で保存期間が満了していないにも

かかわらず，本件対象保有個人情報が記録された文書を廃棄したことは，公文書等の管

理に関する法律にもとる行為であり，これは，行政文書の管理意識の欠如に起因するも

のと思われるから，処分庁においては，今後適切な行政文書の管理等を行うことが求め

られる。 

（平成２８年度（行個）答申第１５８号） 

など 

 

１１）開示・不開示の判断について付言したもの（２件） 

・ 本件は，原処分において特定事件番号に係る裁判の原告の氏名等といった本来開示す

べきではない部分の情報を開示している。 
法による開示請求権制度は，何人に対しても，開示を請求する理由や利用の目的を問
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わず，行政文書の開示を請求できる権利を定めるものであり，原処分は，そのような法

の趣旨を十分に理解した運用とはいい難い。 
今後の開示請求事務に当たっては，法の趣旨に沿って適切に対応することが望まれる。 

（平成２８年度（行情）答申第７４３号） 

など 

 

１２）その他（１３件） 

・ 当審査会事務局職員をして諮問庁に確認させたところ，審査請求人は，特定労働基準

監督署長による労災保険給付の不支給決定を不服として，青森労働者災害補償保険審査

官に対し，労働者災害補償保険法に基づく審査請求を提起しており，原処分後に，上記

労災保険給付に係る審査請求事件について，青森労働者災害補償保険審査官による決定

がなされ，審査請求人に対しては既に当該決定書の送付がなされており，また，その後，

審査請求人から労働保険審査会に再審査請求がなされ，審査請求人に対して，当該事件

に係る一連の審査資料がまとめられた，いわゆる事件プリントが送付されているとのこ

とであった。本件開示請求に係る原処分時においては，当該決定書及び事件プリントの

内容を審査請求人が知り得る状況ではないが，当該決定書等の送付により，当該決定書

等記載の情報については不開示とする事情は失われていると認められることから，諮問

庁の現時点における対応としては，当該決定書等により審査請求人が知り得る情報につ

いては開示することが望ましい。 

（平成２８年度（行個）答申第２１４号） 

など 
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【参考】平成２８年度に付言を行った答申一覧 

区  分 答 申 番 号 

１）諮問の遅れ・早期諮問に

ついて付言したもの（２９

件） 

平成２８年度（行情）答申第１号 

平成２８年度（行情）答申第２号 

平成２８年度（行情）答申第１３号 

平成２８年度（行情）答申第４３号 

平成２８年度（行情）答申第２５５号 

平成２８年度（行情）答申第３１９号 

平成２８年度（行情）答申第３８８号 

平成２８年度（行情）答申第４２８号 

平成２８年度（行情）答申第６５６号 

平成２８年度（行情）答申第６６２号 

平成２８年度（行情）答申第６８０号 

平成２８年度（行情）答申第６８１号 

平成２８年度（行情）答申第７０１号 

平成２８年度（行情）答申第７１７号 

平成２８年度（行情）答申第８０９号 

平成２８年度（独情）答申第７１号 

平成２８年度（独情）答申第７２号 

平成２８年度（独情）答申第７３号 

平成２８年度（独情）答申第９０号 

平成２８年度（行個）答申第６２号 

平成２８年度（行個）答申第６３号 

平成２８年度（行個）答申第８７号 

平成２８年度（行個）答申第１１８号 

平成２８年度（行個）答申第１１９号 

平成２８年度（行個）答申第１２０号 

平成２８年度（行個）答申第１８４号 

平成２８年度（行個）答申第１８９号 

平成２８年度（行個）答申第２１８号 

平成２８年度（行個）答申第２１９号 

２）開示決定等の理由の提示

について付言したもの（１６

件） 

平成２８年度（行情）答申第２２５号 

平成２８年度（行情）答申第２４５号 

平成２８年度（行情）答申第２９３号 

平成２８年度（行情）答申第４２４号 

平成２８年度（行情）答申第４９１号 

平成２８年度（行情）答申第５０６号 

平成２８年度（行情）答申第５１８号 

平成２８年度（行情）答申第５５３号 
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平成２８年度（行情）答申第６７８号 

平成２８年度（行情）答申第７０２号 

平成２８年度（行情）答申第７７３号 

平成２８年度（独情）答申第３１号 

平成２８年度（行個）答申第１２号 

平成２８年度（行個）答申第１８３号 

平成２８年度（行個）答申第１９２号 

平成２８年度（行個）答申第１９３号 

３）開示決定等に係る調査不

足について付言したもの（９

件） 

平成２８年度（行情）答申第７１号 

平成２８年度（行情）答申第７２号 

平成２８年度（行情）答申第２２３号 

平成２８年度（行情）答申第２９６号 

平成２８年度（行情）答申第４２３号 

平成２８年度（行情）答申第４９７号 

平成２８年度（行情）答申第４９８号 

平成２８年度（行情）答申第５１８号 

平成２８年度（行情）答申第５１９号 

４）開示決定の迅速・的確化

について付言したもの（６

件） 

平成２８年度（行情）答申第３２号 

平成２８年度（行情）答申第６５号 

平成２８年度（行情）答申第６６号 

平成２８年度（行情）答申第６７号 

平成２８年度（行情）答申第６８号 

平成２８年度（行情）答申第６９号 

５）開示決定等通知書の不適

切な記載について付言したも

の（６件） 

平成２８年度（行情）答申第７４号 

平成２８年度（行情）答申第６１６号 

平成２８年度（行情）答申第８２０号 

平成２８年度（行情）答申第８２３号 

平成２８年度（行個）答申第１３０号 

平成２８年度（独個）答申第１１号 

６）文書等の特定について付

言したもの（６件） 

平成２８年度（行情）答申第４６３号 

平成２８年度（行情）答申第５２２号 

平成２８年度（行情）答申第８１６号 

平成２８年度（行個）答申第１８８号 

平成２８年度（行個）答申第２１１号 

平成２８年度（行個）答申第２１２号 

７）補正に関する対応につい

て付言したもの（６件） 

平成２８年度（行情）答申第４２３号 

平成２８年度（行情）答申第５１８号 

平成２８年度（行情）答申第５１９号 

平成２８年度（行情）答申第５５３号 
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平成２８年度（行情）答申第５５４号 

平成２８年度（行情）答申第８３３号 

８）開示決定等における対象

文書の表記について付言した

もの（５件） 

平成２８年度（行情）答申第１０１号 

平成２８年度（行情）答申第７３６号 

平成２８年度（行情）答申第７７５号 

平成２８年度（行情）答申第７７６号 

平成２８年度（独情）答申第３１号 

９）情報提供について付言し

たもの（５件） 

平成２８年度（行情）答申第５０８号 

平成２８年度（行情）答申第７３６号 

平成２８年度（行情）答申第７７５号 

平成２８年度（行情）答申第７７６号 

平成２８年度（行情）答申第７９０号 

１０）文書管理について付言

したもの（５件） 

平成２８年度（行情）答申第７９１号 

平成２８年度（行情）答申第８２６号 

平成２８年度（行個）答申第１５８号 

平成２８年度（行個）答申第１６４号 

平成２８年度（行個）答申第１８８号 

１１）開示・不開示の判断に

ついて付言したもの（２件） 

平成２８年度（行情）答申第７４３号 

平成２８年度（行個）答申第６７号 

１２）その他（１３件） 平成２８年度（行情）答申第２２３号 

平成２８年度（行情）答申第２９６号 

平成２８年度（行情）答申第４２３号 

平成２８年度（行情）答申第４９７号 

平成２８年度（行情）答申第４９８号 

平成２８年度（行情）答申第５０６号 

平成２８年度（行情）答申第５１８号 

平成２８年度（行情）答申第５１９号 

平成２８年度（行情）答申第６３８号 

平成２８年度（行情）答申第７９５号 

平成２８年度（行個）答申第１９７号 

平成２８年度（行個）答申第２００号 

平成２８年度（行個）答申第２１４号 

（注） 平成２８年度（行情）答申第２２３号，第２９６号，第４２３号，第４９７号，第４９８号，第

５０６号，第５１８号，第５１９号，第５５３号，第７３６号，第７７５号及び第７７６号，平成

２８年度（独情）答申第３１号並びに平成２８年度（行個）答申第１８８号においては，複数の項

目にわたって付言している。 
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